
１－（９）京都の文化財の保存と活用のための総合的対策 

（文化庁）

 「京都は文化財の宝庫」と例えられるように，京都市内には，世界遺産

「古都京都の文化財」に登録されている 17件のうち 14件が所在し，国指

定文化財の全国比では，国宝で約 20％，重要文化財は約 15％を占めるな

ど，国指定，本市指定等を合わせると約 2,600 件を超す文化財が集積して

います。 

国民がこれらの文化財への理解を深めるとともに，文化財を守り後世に

伝えていくためには，善良に管理しつつ，活用を行うことが不可欠であり

ます。しかしながら，文化財を活用していくに当たっては，多額の経費や

人材が必要であることから，京都市及び文化財所有者の努力だけでは限界

があります。そのため，NPO やボランティア等を活用した新たな支援組織

が必要となっております。 
つきましては，文化財を地域に活かす保存活用支援組織制度の構築を提

案します。併せて，京都という宝を守り次代へと引き継ぐためにも国の財

政措置の拡大をはじめとする総合的な対策を図られるよう要望します。 

提案事項 

１ 文化財を地域に活かす保存活用支援組織制度の構築 
２ 未指定文化財の総合的な調査及び出土遺物の管理に対する財政措 
 置 
３ 文化財所有者に係る税負担の軽減 
４ 文化財建造物の倒壊防止対策事業を補助対象とすることによる耐

震化の更なる促進 
要望事項 
１ 元離宮二条城における障壁画修復に対する財政措置の継続 
２ 文化財保護法改正に伴う地方財政措置の拡大 
３ 文化財保護に係る国庫補助金の補助率の引上げ（文化財保存修理

事業，史跡等先行取得及び整備事業，埋蔵文化財の発掘調査及び文

化財防災施設整備事業） 
主な提案先：文化庁（文化財部伝統文化課，記念物課，美術学芸課，参事官） 
京都市の担当課：文化市民局 文化芸術都市推進室 文化財保護課長 糟谷範子 TEL 075-761-7799 
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＜参考＞  

 
◎ 京都市の文化財状況（平成 18 年 4 月 1 日現在） 

国宝（建造物，美術工芸品） 211 件（19.7％） 

重要文化財（建造物，美術工芸品） 1,812 件（14.5％） 

特別記念物（史跡・名勝，天然記念物） 12 件（7.5％） 

世界文化遺産 

14 社寺・城 

 

（賀茂
か も

別
わけ

雷
いかづち

神社，賀茂
か も

御祖
み お や

神社，教王

護国寺，清水寺，醍醐寺，仁和寺，高

山寺，西芳寺，天龍寺，鹿苑寺，慈照

寺，龍安寺，本願寺，元離宮二条城）

 

 

◎公有化済で未整備の史跡 

史  跡  名 面 積（㎡） 公有化完了年度 

鳥 羽 殿 跡 9,553 昭和 50 年度 

醍 醐 寺 境 内（栢 杜 遺 跡） 5,345 昭和 58 年度 

御 土 居（大 宮） 9,555 昭和 63 年度 

平 安 宮 豊 楽 殿 跡 543 平成 5 年度 

栗 栖 野 瓦 窯 跡 3,276 平成 5 年度 

樫 原 廃 寺 跡 4,366 平成 16 年度 

山科本願寺南殿跡附山科本願寺土塁跡 5,361 平成 17 年度 

 

 

◎文化財保存修理事業に対する国庫補助金の状況 

 事業費（千円） 補助金額（千円） 平均補助率（％）

14 年度 1,647,778 993,468 60.3

15 年度 1,982,366 1,144,584 57.7

16 年度 2,224,014 1,215,674 57.4

17 年度 2,994,642 1,332,150 44.5

 

上記のうち防災施設に対する国庫補助の状況 

 事業費（千円） 補助金額（千円） 平均補助率（％）

14 年度 79,736 50,350 63.1

15 年度 138,628 69,457 50.1

16 年度 150,558 84,653 56.2

17 年度 180,306 77,910 43.2
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◎文化財所有者に係る税金の減免等の状況 

区  分 相 続 税 譲渡所得の特 別 控 除 

建造物 
相続財産評価額の 7

割を減額 

2,000 万円の特別控除（所得税） 

2,000 万円の損金算入（法人税） 
国指定 

史跡等 ― 同     上  

国登録 建造物 
相続財産評価額の 3

割を減額 
― 

建造物 
市指定 

史跡等 

家屋，一体の土地の

評価額を一部減免 
― 

建造物 
市登録 

史跡等 

家屋，一体の土地の

評価額を一部減免 
― 

 

◎埋蔵文化財緊急発掘調査実施に対する国庫補助の状況  

    （単位 千円）  

総 事 業 費 
 

平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 

補助率

（％）

発掘調査 
3 件 

21,794 

3 件

20,713

5 件

28,870

7 件  

50,007 

試掘・立会 
485 件  

29,500 

481 件

30,913

518 件

30,946

554 件  

31,738 

計  
488 件  

51,294 

484 件

51,626

523 件

59,816

561 件  

81,745 

50 
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